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はじめに 

 

 財政は、古今東西を問わず国家の運営と密接不可分の関係にあり、特に租税

の徴収や福祉など政府による財政活動は、国民生活に直結するものである。我

が国の財政は石油危機以降赤字が常態化し、バブル景気の時期にいったん好転

したものの、90年代以降は悪化の一途をたどった。歴代内閣は、この課題にそ

れぞれのやり方で取り組んできたが、とりわけ平成13年４月に発足した小泉内

閣は、「官から民へ」「国から地方へ」などのスローガンを掲げ、「小さな政府」

を志向する諸般の改革を行った。 

 約５年半に及ぶ小泉内閣の集大成であり、財政改革における今後の道標とも

位置付けられるのが、18年７月に経済財政諮問会議が決定した「経済財政運営

と構造改革に関する基本方針（骨太の方針）2006」である。この中で示された

「歳出・歳入一体改革」は、90年代末の財政構造改革法以来の中期的な財政計

画としての側面を有し、成長力強化との両立に加え、同法が凍結に至った経緯

を踏まえ、マクロ経済への配慮と柔軟性をその特徴としている。 

 歳出・歳入一体改革では、平成23(2011)年度までに国と地方の基礎的財政収

支（プライマリーバランス）の黒字化を確実に実現するとともに、その後は2010

年代半ばに向けて債務残高ＧＤＰ比の発散を止め、安定的に引き下げるという

目標が示された。この方針は、安倍内閣の「進路と戦略」（19年１月）において

も踏襲されている。 

この改革は、個別経費ごとに具体的な削減額を掲げてはいるものの、それを

どのように捻出するかについては言及していない。増税より歳出削減を優先す

ることは、国民の支持を得て改革を進める際の常道ではある。しかし、本来重

要なのは、財政全般の不断の合理化・効率化を歳出削減につなげていくことで

あり、機械的な削減にとらわれてはならない。国民生活の安定などの観点から

削減が困難な分野、若しくは今後増額が見込まれる分野については、合理化・

効率化と併せて応分の負担を求めていくことも、選択肢の一つとして国民の前

に提示すべきであろう。 

 足元では長期的な景気回復の下、税収が好調な伸びを見せており、自然増収

だけで目標達成は可能であるとの見方も浮上している。時限を設定することは、

コミットメントを明確化するために必要なことではある。しかし、プライマリ

ーバランスの黒字化は財政健全化の一里塚であって、最終目標ではない。それ

に拘泥する余り、他の重要な政策目標を見失ってはならない。 

 少子高齢化や人口減少、企業活動のグローバル化などの中長期にわたる構造
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問題は、短期的な目標の達成如何にかかわらず進行していく。黒字化目標の達

成それ自体も重要ではあるが、社会・経済の構造変化を踏まえた大局的な見地

から、歳出・歳入構造の見直しを行う姿勢が求められる。 

 

 このような認識の下、本特集号では、歳出・歳入一体改革における主要な論

点について、問題点の再整理と検証を行うことを目的とした。 

本特集号の構成は、次のとおりである。 

まず、第１章では、歳出・歳入一体改革の内容とバブル崩壊から歳出・歳入

一体改革に至るまでの我が国財政の歩みを整理している。 

歳出・歳入一体改革は、国・地方の長期債務残高の積み上がりが止まらない

状況を背景に、世代間格差や財政の持続可能性に対する疑念の高まりを払拭す

ることを目的とする。具体的には、数値目標を設けて歳出を絞り込み、その上

で生じた不足分については歳入改革を図ることで、平成23（2011）年度に国・

地方のプライマリーバランスを黒字化し、その後は2010年代半ばまでに国・地

方の債務残高ＧＤＰ比を安定的に引き下げることを政策目標として掲げている。 

我が国財政の状況を見ると、一般会計では、バブル崩壊後に急速に拡大した

歳出・歳入ギャップは、いまだに30兆円弱の水準にある。その背景には歳出・

歳入両面の要因があるが、金融不安以前の歳出増加は、経済対策による公共事

業関係費の寄与が大きかった。一方、金融不安後の歳出増加は、高齢者人口の

増加による社会保障関係費の寄与が目立つ。歳入面では、景気低迷による所得

税や法人税など主要税目の減収もさることながら、経済対策の一環として行わ

れた減税等の影響も無視できない。地方政府等を含めた一般政府で見ても、財

政の窮状は同様であり、ギャップを埋めるために発行した公債の残高は経済規

模を超える水準にまで積み上がっており、その削減は容易ではない。このため、

近年では公債残高の削減を直接の目標とするのではなく、中間目標としてプラ

イマリーバランスの黒字化を図るという目標を設定することが一般的になって

いる。 

現下のところ、国・地方のプライマリーバランスはいまだに赤字であり、平

成23(2011)年度における黒字化が政策目標として掲げられている。しかし、そ

の際の歳出絞り込みの数値目標たる「要対応額」については、その根拠が明白

ではなく、その影響を「吟味」した形跡も乏しい。必要な支出までも切り込ん

だ数合わせのプライマリーバランス黒字化では意味はなく、持続可能ではない。

政府には、「効率」と「厚生」の両立が期待される。 
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第２章と第３章では、歳出が扱われる。まず第２章では、最大の政策的経費

である社会保障を取り上げる。近年の経済財政における社会保障負担の高まり

の背景には、給付費自体の伸びによる影響に加え、経済の低成長や高齢者への

給付のシフト、制度改正に伴う公費負担割合の上昇など様々な要因がある。社

会保障は制度ごとに給付の目的や財源の在り方が一様ではないため、単なる機

械的な抑制は、制度本来の趣旨を損ないかねない点に注意しなければならない。 

歳出・歳入一体改革では、国と地方を合わせて５年間で1.6兆円の削減が求め

られた。年金については、16年制度改正により給付調整を行う新たな仕組みが

導入されたばかりであり、主に医療や介護での削減が想定される。 

公費負担額が年金を超えて最も大きいのは医療である。近年、医療費の伸び

は低下傾向にあるが、高齢者の医療に対する公費負担割合の引上げなどにより、

公費負担額は増加している。したがって、高齢者に係る医療費の抑制が重要な

課題となる。また、医療費の抑制については、中長期的方策も合わせ、その適

正化・効率化に向けた様々な施策が採られている。20年度には高齢者医療制度

の創設が予定され、給付と負担の明確化が期待される。その半面、医療サービ

スの対象範囲の実質的な縮小等につながる方策については、患者や医療機関の

行動に与える影響についても考慮する必要がある。 

医療費の伸び率が低下した要因の一つに、介護保険制度の創設による老人保

健制度の対象範囲の縮小がある。また、療養病床再編に向け、現在医療保険の

対象とされている療養病床の一部が、介護施設・居宅介護サービスへ移行する

ことが予定されている。こうしたことからも、今後更なる介護給付費の増加が

見込まれるが、財源に占める公費負担割合が高いことから、財政に与える影響

は軽視できない。そのため、17年の制度改正により、給付の効率化が期待され

ているところである。 

 

第３章では、個別の支出費目ではないが、政府支出の約６割を占める地方財

政を扱った。したがって、本章では主に制度に係る検討が中心になっている。 

多額の財政移転等を通じて国と密接に結びつく地方財政については、受益と負

担の対応を明確化し、規律を与えることがその諸課題に共通する命題となる。 

補助金改革を中心とする三位一体改革については、数値目標をクリアするこ

とはできたものの、その内実には慎重な評価が多い。並行して行われた税源移

譲においても、普遍性や安定性など地方税原則への配慮のみならず、受益と負

担の在り方を見直す契機とする必要がある。 

 地方交付税については、その役割を超えて膨張した基準財政需要額を本来の
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姿に戻さなければならない。19年度から導入された新型交付税は、算定方法の

簡素化を志向するものではあったが、激変緩和措置の採用により、その影響は

軽微なものにとどまっている。これは、見方を変えれば、交付税制度の抜本的

見直しがもたらす影響の大きさを示すものでもある。 

 地方債制度の改革や再生制度の整備は、市場を通じて地方財政に規律を与え

る試みである。地方債発行条件の個別交渉方式への移行は、「暗黙の政府保証」

の枠内での制度変更ではあるが、既に表面利率には格差が表れ始めている。ま

た、夕張市の財政破綻は、地方財政をフローで見ることの限界を示した。再生

制度の見直しは債務免除の導入など、制度の根幹に係る部分の判断を先送りに

しているが、ストックを含めた財政指標の公表により、地方財政の実態を重層

的に検討することが期待される。 

 

最後に、第４章では、歳入改革について概観する。歳入改革は歳出改革で対

応できなかった残余額への対応とされたが、増税など具体的な方策は明示され

ていない。こうした中、政府の「進路と戦略」内閣府参考試算でも、足元の大

幅な税収の増加等から、歳出改革の実施と高成長を前提にすると、自然増収だ

けでも国・地方のプライマリーバランス黒字化の目標が達成される可能性があ

ることが示されている。 

そこで、まず、23年度のプライマリーバランス黒字化を視野において、バブ

ル崩壊後の税収伸び悩みと足元増収の要因を税目ごとに検証し、先行きを展望

した。所得税と法人税は、足元で税収の押下げ要因が剥落しつつあることが確

認された。所得税では特別減税等の廃止等、法人税では繰越欠損金の減少等で

ある。今後も足元の好調な景気が維持されることを前提として、歳入面から見

ると、プライマリーバランス黒字化に向けて大きく前進していることが確認で

きる。 

しかしながら、今回の税収増の中心は、景気に連動して税収が振幅しやすい

法人税であり、必ずしも今後も長期間にわたって増勢を続けていくとは限らな

い。中長期的に見ると、我が国は少子高齢化の進展やグローバル化等の大きな

構造問題に直面している。これらはゆっくりと、かつ着実に進行するものであ

り、短期的には税収を変動させる要因とはならないが、長期的には税収基盤そ

のものに影響を及ぼすことが考えられる。来るべき歳入改革では、プライマリ

ーバランスの黒字化という短期的な目標から離れ、こうした変化に対応し、我

が国財政の持続可能性（サステナビリティー）を維持するため、安定的な税収

を確保する観点から、制度設計を行うことが求められる。 
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本特集号は広範多岐にわたる財政の諸課題につき、一部の論点を整理・検証

したものにすぎないが、今後の財政改革を考える際の一助となれば幸いである。 
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